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１ 岡山市水道事業の沿革 

岡山の街は、旭川の沖積層の上に発達した関係上、水が豊富であるにもかか

わらず、湿地が多く、かつ河川の水を飲料水に使っているものが多いため、毎

年のようにコレラが流行していた。このため、明治２３年、水道布設の議が起

こり、英国人技師バルトン氏を招いて設計にあたらせた。しかしながら、工事

の予算額が非常に高額で、その上、大洪水に見舞われ、その復旧を急がねばな

らず、水道の布設は実現しなかった。 

その後、コレラが再び大流行し、民間人稲垣平衛氏の計画にも触発され、時

の市長小田安正氏は、水道布設はゆるがせにできない事業として、陸軍省技師

吉村長策氏に調査・設計を委嘱し、明治３６年に本格的に着工された（３人に

ついては、三野浄水場入口に顕彰のレリーフを設置）。 

明治３８年７月２３日、横浜市、函館市、長崎市、大阪市、東京都、広島市、

神戸市に次いで全国で８番目の水道として通水を開始した。先に通水を開始し

た都市が、開港都市あるいは大都市であったのに比して、一地方都市がこのよ

うに早く水道を持ち、以来１００年の間一度も断水がないということは、大い

に誇ってよいことであろう。 

その後も、隣接市町村との合併を経ながら、市民生活や都市活動を支える基

幹施設として市勢の発展に寄与し、この間７回の拡張事業を施行し、平成１４

年３月には、市内全域が給水区域となった。 

 

 明治３８年度 平成１４年度 

行政区域面積(ｋｍ２) ９．６６ ５１３．２９ 

行政区域内人口(人) ８２，２０６ ６３２，７２３ 

給水人口(人) ２３，３７０ ６３１，１０１ 

普及率（％） ２８．４ ９９．７ 

年間配水量（ｍ３） ５９８，１４８ ９４，８３１，６４７ 

 

２ 水道事業経営の原則 

水道事業は、地方公共団体が経営する企業として運営されている（地方公営

企業法第２条）。 

事業運営に当たっては、本来の目的である公共の福祉の増進を図るとともに、

常に効率的な事業運営を行い、企業の経済性を発揮することが求められている

（地方公営企業法第３条）。 

会計制度は、企業の経営成績及び財政状態を明らかにするため、公営企業会

計方式を採用しており（地方公営企業法第１７条）、また、事業に必要な経費

は経営に伴う収入、すなわち料金収入をもって充てるという独立採算制を基本
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として経営されている（地方公営企業法第１７条の２）。 

独立採算制とは、水道サービスの提供に要する原価をそのまま受益者の負担

に求める受益者負担の原則をとることにより、使用者間の負担の公平を図ると

ともに財政の自主・自立性を確保し、効率的な事業運営を達成しようとするも

のである。 

 

３ 岡山市水道事業の現状 

(1) 岡山市水道事業総合基本計画 

２１世紀を前にして、拡張・成長の時代から熟成・維持管理の時代へと転

換期を迎え、将来にわたって「利用者の信頼と満足に応える」水道であり続

けるため、長期ビジョンとしてあるべき姿を展望し、概ね向こう１０年間の

施策の方向性を示した「岡山市水道事業総合基本計画」を平成１２年９月に

策定した。 

○計画に盛り込んだ将来目指す方向の具体的な基本施策 

１ 信頼性の高い水道システムの確立 

２ 災害に強い水道づくり 

３ 安全でおいしい水の供給 

４ 資源循環型の水道システムの構築 

５ 給水サービスの向上 

６ 信頼と満足に応える水道づくり 

 

(2) 施設の現状 

ア 中核市における岡山市の特性 

中核市３５市の中で各指標における岡山市の順位は次のとおりである。 

指 標 指標値 順位 備 考 

行政区域面積(ｋｍ２) ５１３．２９ ５  

給水区域面積(ｋｍ２) ５１３．２９ １  

行政区域内人口(人) ６３２，７２３ ３ １位堺市、２位熊本市 

給水人口(人) ６３１，１０１ ３ １位堺市、２位熊本市 

配水管延長(ｋｍ) ３，５７５ １  

経年管延長(ｋｍ) １，４４４ ３ １位福山市、２位金沢市 

上記の指標に示すとおり給水面積、配水管延長は中核市の中で１位であ

り、施設が分散することで施設整備や維持管理にコストがかかる効率の悪

い事業形態となっている。 

イ 行政区域面積と水道普及率 
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現在の市域は数次の編入・合併により５１３．２９ｋｍ２となっている

が、その中でも昭和４４～４６年にかけての周辺市町村との合併において

市域面積は倍増し、給水人口も約１４万人増加した。 

水道の普及率は、普及率の低い市町村との合併により一時的に９３．

３％まで低下したが、拡張工事の施行により昭和５６年に９８．３％とな

り、平成１３年度には水道未普及地域解消事業が完了し、現在では９９．

７％という高普及率となっている。 

しかしながら、合併以前に各市町村において建設された施設や高度経済

成長期の急激な水需要に応

えるため建設された施設は、

概ね４０年を経過し集中的

に更新時期を迎えることと

なり、その維持管理が当面

の課題となっている。 
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ウ 水源と浄水能力 

現在自己水源の公称能力は日量３０８，０００ｍ３であるが、施設の老

朽化による能力ダウンや水質基準強化への対応等により、下表のとおり実

質能力は日量２８２，５００ｍ３となっている。そのため、夏場のピーク

時には地下水の過負荷取水で対応してきており、企業団受水をしてもなお

最大稼働率が１００％を超えている実態である。 

 

実質配水能力 

（平成１４年度一日最大配水量） 水源名 
公称配水能力 

(Ｈ１４年度) 
実質能力 過負荷取水 計 

三野 186,000 186,000 7,500 193,500

旭東 47,500 47,500  47,500

山浦 20,000 20,000 1,897 21,897

牟佐 14,500 5,000  5,000

鴨越 30,000 19,000  19,000

西祖 6,000 4,000  4,000

長野 4,000 1,000  1,000

自
己
水
源 

小計 308,000 282,500 9,397 291,897

企業団受水 16,275 16,275  16,275

総計 324,275 298,775 9,397 308,172

最大稼働率（日最大ベース） 103％ 

施設利用率（日平均ベース） 86％ 

一日平均配水量 259,813ｍ３/日 

 

※ 最大稼働率＝ 

 

   施設利用率＝ 

 

 

エ 配水量の推移 

一日平均配水量は、平成８年度の２８４，４４７ｍ３/日を最大に、ここ

数年は僅かながらの減少傾向にある。 

しかし、給水人口の増加により生活用は僅かながら増加を保っており、

全体での減少傾向は、景気の低迷による業務・営業用の減少が影響してい

るものと考えられる。 

今後、まだ数年間は給水人口の増加が続くものと予測され、また、一部

一日最大配水量 

施設能力 

一日平均配水量 

施設能力 
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では景気回復の兆しが見え始めており、今後の配水量の予測は単純な傾向

分析では対応できない状況となっている。 

 

配水量等の推移
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オ 浄水及び送配水施設 

(ア) 水道施設 

市内に点在する水道施設は浄水場６か所、配水場（配水池のある所）

７１か所、加圧ポンプ場７３か所となっている（資料－１）。 

合併から３０年余りが経過し、これまで統合再編して施設整備に努め

たが、それでもなお旧町村時代から継承してきた施設が多数点在してお

り、維持管理が煩雑なうえ効率の悪い配水システムとなっている。した

がって、これを更に効率の良い配水システムに再編整備していく必要が

ある。 

また､平成１７年に水道創設１００周年を迎えるが、その歴史の古さ

から施設の多くが老朽化してきており、その更新整備が大きな課題とな

っている。 

こうした老朽化施設の更新に合わせて、近年社会で求められている異

臭味被害やクリプトスポリジウム問題、省エネ等地球環境問題、テロ対

策や地震･渇水対策等、これらの課題に対しても満足できるよう効率的

かつ合理的に施設整備を進めていく必要がある。 

 

(イ) 配水管 

現在、市全体で約３，６００ｋｍもの配水管が埋設されている。 

配水管も水道施設と同様に、その歴史の長さとともに経年管（老朽し

た管）がまだ多く残っている。 
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配水管及び経年管延長
（中核市配水管延長上位10市）
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経年管は震災時の被害の拡大を招くだけでなく、日常においても漏水

事故、赤水の発生、出水不良等の原因となる。 

毎年、３５ｋｍ程の経年管の更新整備を実施しているが、現在でも配

水管の漏水事故は７００件前後発生している。そのため、今後も確実か

つ効率的に配水管の更新整備を進めていく必要がある。 
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カ 水質検査 

(ア) 水質試験所 

「安全で良質な水道水」を飲んでいただけるよう、水質検査体制の充

実を最重要課題の一つと位置付けており、平成１３年１月には延床面積

約２，０００ｍ２の新しい水質試験所を建設した。水道法に定められた

項目を自己の施設で検査できるよう分析機器を整備するとともに、検査

室ごとに空調設備を設けるなど、微量元素の測定に配慮した環境を整備

している。 

水質試験所で行っている主な検査としては、 

①市内給水栓１７地点及び各浄水場の浄水池８地点(企業団からの

受水地点を含む)で行っている定期的な水道水の検査 

②各浄水場の原水(表流水・地下水)１２地点及び処理過程水の監視

のための検査 

③お客様からの請求による検査及び水質障害時の臨時検査 

④浄水場の維持管理に関わる排水等の検査 

があり､水質試験所における年間の検査件数は約２，２００件にのぼっ

ている｡ 

平成１６年４月１日から、更に見直された新しい水質基準が施行され

たが､これに対応する検査体制の整備はもちろんのこと､平成９年から

既にクリプトスポリジウム（資料－２）の検査に対応するべく、機器の

整備を進めている｡ 

今後とも､安心して飲んでいただける水道水をお届けするため、水質

検査体制の充実に努めていく。 

 

(イ) 水質検査の受託 

上流水道事業体との連携を深めるとともに、より広域的な水質監視を

行うことを目的に、主要な水源である旭川水系の水道事業体の水質検査

受託を行っている。 

平成１３年度から御津町、平成１５年度から建部町の受託を行って収

益を上げている。また、水質検査を受託することにより分析機器の導入

に国庫補助が得られるため、経費の節減に役立っている。 

今後、他の旭川水系の水道事業体に対しても、水質検査受託に向けて

働きかけていきたいと考えている。 
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(3) 施設の整備状況 

ア 基幹となる水道施設の整備 

本市では、これまで周辺市町村との合併に伴う給水エリアの拡

大、経済の高度成長に伴う需要量の増大等に対処するため拡張事

業を実施し、水需要に対応してきた（資料－３）。 

一方、１１年間かけて実施した水道未普及地域解消事業が平成

１３年度で完了し、ほぼ１００％に近い水道普及率を達成したこ

と、併せて高度成長期に急造された浄水施設の老朽化に伴う更新

が必要となっていること等から、水道施設の整備方針を施設の規

模の拡張から維持更新の方向へシフトする必要が生じてきた。文

字どおり拡張の時代から維持管理時代を迎えることになり、明治

４５年から７回にわたり実施してきた拡張事業を平成１３年度で

打ち切り、平成１４年度から以下のテーマを柱とした基幹施設整

備事業を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①ゆとりある施設能力の確保 

・安定給水に向けて、代替水源の確保と施設能力の増強並びに予備

力の確保 

②基幹施設の整備と更新 

・供給安定性を向上し効率よく配水するため、浄水施設、配水池並

びに幹線共同溝など配水幹線を整備更新 

③効率的な水運用 

・受水の有効利用と自己水源の能力に応じた最適運用及び災害に強

い配水システムの確立 

④緊急給水体制の整備 

・災害非常時の飲料水確保のため、配水池２槽化及び緊急遮断弁設

置等の整備 

⑤水質監視及び検査体制の向上 

・市内の水質管理のための監視局の設置及び新しい水質基準に適合

した検査機器整備と体制の強化 

⑥クリプトスポリジウム対策 

・ろ過施設の整備等浄水処理の強化並びに水質監視体制の強化 
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イ 未普及地域解消事業 

平成２年度末における水道普及率は９８．７％となっており、わずかに

残された北部地域の未普及解消の機運が高まっていた。このため、平成３

年３月に全市域を上水道の給水区域とし、積極的に未普及地域解消事業の

推進を図ることとした。 

未普及地域は、給水区域外となっていた足守、牧石、津高の各一部地域

で、これら未普及地域の早期解消を図るため、補助制度を活用し、総事業

費約５１億円、配水管布設延長約１１０ｋｍの整備を行い、平成１３年度

に事業は完了した。 

 足守・東山内

統合簡易 

水道事業 

高田無水源 

簡易水道事業

杉谷無水源 

簡易水道事業

金山寺無水源 

簡易水道事業 

福谷無水源 

簡易水道事業

事業年度 Ｈ4～Ｈ9 Ｈ6～Ｈ12 Ｈ3～Ｈ5 Ｈ9～Ｈ10 Ｈ10～Ｈ13 

計画給水人口 6,480 人 1,580 人 200 人 120 人 615 人 

計画一日最大給水量 2,760ｍ３ 420ｍ３ 51ｍ３ 330.3ｍ３ 188ｍ３ 

総事業費（千円） 1,877,194 1,711,936 237,925 200,520 1,036,839 

配水池、調整池 5 池 12 池 2 池 2 池 8 池 

加圧ポンプ場 6 か所 5 か所 1 か所  4 か所 
整
備
施
設 配水管 

φ300～φ25

28,568ｍ 

φ150～φ25

43,528ｍ 

φ100～φ25

7,976ｍ 

φ100～φ25 

5,662ｍ 

φ150～φ25

24,694ｍ 

 

足守・東山内  
統合簡易水道事業 

杉谷無水源  
簡易水道事業

高田無水源  
簡易水道事業

福谷無水源  
簡易水道事業 

金山寺無水源

簡易水道事業

岡山空港
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(4) 水源林事業 

水道局では自然との共生の中

で将来にわたって健全で持続可

能な水利用の構築を目指すとと

もに、安定した水源及び安心で

きる水質の確保のため、水源林

事業を行っている。 

水道の大部分を旭川の恵みに

よって給水していることから、

源流に位置している苫田郡富村

（東支流域）において、昭和４

０年（通水６０周年）を初年度

として第１次（昭和４０年～４５年）、第２次（昭和４９年～５２年）、

第３次（昭和５４年～５８年）、第４次（平成９年～１３年）の針葉

樹の植栽と天然林整備を中心とした水源林事業を実施した。その面

積は１６８．８３ｈａあり、杉・ひのきを中心にした人工林が１５

２．１７ｈａ、広葉樹の天然林整備が１６．６６ｈａとなっている。

杉・ひのきなどの人工林は植栽後の手入れが不十分だと保水能力が

低下するため、下刈、枝打、間伐等の森林の保育を毎年行っている。 

また、平成１３年度から真庭郡新庄村（西支流域）において、平

成１７年度までの５年間の予定で、広葉樹の植栽と自然林整備・育

成を中心とした３０ｈａの水源林事業を開始した。これにより、旭

川の東西両支流域で水源かん養林（「緑のダム」）を保有することに

なる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１５年１０月 新庄村での植樹のつどい 
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(5) 料金体系 

ア 料金決定の基本原則 
水道料金は、水の供給に対する対価(代金)であるとともに、公の施設の

使用料であると位置付けられている。 
このため、それぞれ事業体である地方公共団体の条例で、その額を定め

ているが、料金決定の基本原則は次のとおりである(地方公営企業法第２１
条第２項)。 
①公正妥当であること。 
②能率的な経営の下での適正な原価を基礎にしたものであること。 
③事業の健全な運営を確保することができるものであること。 

イ 料金体系の態様 
大別すると、次の２つの体系がある。 

(ア) 用途別料金体系 
使う水の用途や使用実態、負担能力に着目したもので、全国の約４

０％の事業体が採用し、県内では倉敷市や玉野市などが採用している。

使用用途により、一般用、営業用、工業用、船舶用などに分類される。 
(イ) 口径別料金体系 

一度に使用できる水量の能力に着目したもので、水道メーターの口径

の大きさで区分している。メーターの口径という客観的な尺度によるた

め、負担の公平さという面で用途別料金に比べ好ましいとされている。 
全国の約４７％の事業体が採用し、県内では本市のほか、津山市、笠

岡市などが採用している。 
 
また、いずれの料金体系においても、水道料金の算定にあたっては、使

用水量に関係のない基本料金と、使用水量に応じて料金をいただく給水(従
量)料金の二部料金制を取り入れている事業体が大部分を占める。 
 
 

ウ 本市の料金体系 
(ア) 口径別料金の採用 

昭和４９年から口径別料金体系を基本としながら、一部用途別(学校・
病院用、公衆浴場用)を併用してきたが、現在では入浴料金が物価統制令
に基づいて定められていることに配慮して、公衆浴場についてのみ低額

な料金を設定している。 
(イ) 基本料金と基本水量 

基本料金は、使用水量に関係なく必要な経費を基に設定しているが、

＝＋基本料金 給水(従量)料金 水道料金 
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口径２５ｍｍ以下の小口径については、生活用水への特別な配慮から原

価に比べて低い料金を設定し、加えて１月８ｍ３の基本水量(基本水量以
内は同額の料金)を設けている。 
近年になって、資源循環型社会を迎え節水の促進という観点だけでな

く、使用水量に応じたわかりやすい料金が好ましい、という考え方から

基本水量の付与を見直した方がよいという考え方が強くなっている。 
(ウ) 給水(従量)料金 

口径２５ｍｍ以下では使用水量に応じて５段階に、口径４０ｍｍ以上

では４段階に分けて、多く使用すればするほど高い単価となる逓増料金

制を採用している。これは、新規水源開発が困難なことから、需要の抑

制を図るとともに、水源開発経費の一部を大口需要者に負担させようと

するものである。 
他の事業体の中には、近年の景気低迷や節水意識の浸透もあって、逓

増制を見直すところも現れている。 
(エ) 料金減免措置 

福祉政策の観点から、生活扶助世帯及び社会福祉施設を対象に、需要

者の申請を受けて、一定料金を減じている。 
このうち、生活扶助世帯への料金減免措置は、生活扶助費との二重給

付ではないか、との指摘も受けている。 
エ 水道料金表(１か月)                  （税抜き） 

給   水   料   金 
口径 基本料金 

１ 段 ２ 段 ３ 段 ４ 段 ５ 段 

13 ㍉㍍ 670 円 

20 ㍉㍍ 980 円 

25 ㍉㍍ 1,600 円 

8 立方㍍を超

え 18 立方㍍

までの水量 

 

1 立方㍍につ

き 122 円 

18 立方㍍を

超え 30 立方

㍍までの水

量 

1 立方㍍につ

き 134 円 

30 立方㍍を

超え 50 立方

㍍までの水

量 

1 立方㍍につ

き 147 円 

50 立方㍍を

超え 100 立

方㍍までの

水量 

1 立方㍍につ

き 166 円 

100 立方㍍を

超える水量 

 

 

1 立方㍍につ

き 185 円 

40 ㍉㍍ 3,260 円 

50 ㍉㍍ 6,540 円 

75 ㍉㍍ 12,720 円 

100 ㍉㍍ 21,220 円 

150 ㍉㍍ 34,080 円 

200 ㍉㍍ 50,100 円 

250 ㍉㍍ 75,310 円 

300 ㍉㍍ 100,100 円 

 

50 立方㍍ま

での水量 

 

 

1 立方㍍につ

き 147 円 

 

50 立方㍍を

超え 100 立

方㍍までの

水量 

1 立方㍍につ

き 166 円 

 

100 立方㍍を

超え 300 立

方㍍までの

水量 

1 立方㍍につ

き 185 円 

 

300 立方㍍を

超える水量 

 

 

1 立方㍍につ

き 204 円 

 

なお、公衆浴場の従量料金は１立方メートルにつき５７円 
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(6) 負担金 

ア 負担金制度の趣旨 

施設の拡充や更新など長期的な建設投資に要する経費を、水道料金とい

う形でお客様に負担を求めることは、料金の高額化だけでなく、施設拡充

の原因者でもある新規のお客様は、従来からのお客様に比べ有利な料金に

なる（従来のお客様が新規のお客様に係る経費を負担する）という不合理

をもたらすことになる。 

そこで、料金の高額化を防ぐとともに新旧利用者の負担の公平を図るた

め、新規のお客様が施設の拡充強化に要する経費の一部を負担する仕組み

が負担金制度である。 

本市では、工事費の積み上げ方式で徴収していたものを、昭和５２年に

条例化することにより負担金の性格、徴収の目的、方法等をより明確にし、

「分岐負担金」と「配水管布設負担金」に区分している。 

イ 分岐負担金 

給水工事の申込者が給水を受けるために配水管から分岐する場合の負

担金 

                  (小口径のみ抜粋：税抜き) 

メーター口径 官公署 官公署以外のもの 

１３ミリメートル ７０，０００円 ５５，０００円

２０ミリメートル １４０，０００円 １１０，０００円

２５ミリメートル ２８０，０００円 ２２０，０００円

ウ 配水管布設負担金 

給水工事の申込者に給水するため配水管の新設、改良を必要とするとき、

又は将来の給水に応ずるため先行して布設した配水管から分岐する場合

の負担金  

                  (小口径のみ抜粋：税抜き) 

メーター等の口径 官公署 官公署以外のもの 

１３ミリメートル ７０，０００円 ５５，０００円

２０ミリメートル １４０，０００円 １１０，０００円

２５ミリメートル ２８０，０００円 ２２０，０００円

エ 全国的すう勢 

(社)日本水道協会の調べでは、全国の８０％以上（平成１５年４月現在）

の事業体が、新規の申込者に対し、一定額を「負担金」、「加入金」などの

名称で請求している。 

オ 負担金制度の問題点 
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昭和５２年に制度化して以来、時代の変化に呼応して幾多の運用をして

きたものの、複雑化してきたばかりでなく公平性に欠けるケースも考えら

れることから、簡素でわかりやすい制度に見直すことが求められている。 

 

(7) 手数料 

ア 給水装置設計審査・検査手数料 

給水申請に対し給水装置施行基準に適合しているかどうかを審査し、ま

た完工時に条件どおり施行しているかの検査を行い、その手数料としてい

ただいている。 

口    径 金   額 

２０ミリメートル以下 ３，０００円

２５ミリメートル ４，５００円

４０ミリメートルから５０ミリメートルまで ９，０００円

７５ミリメートル ２０，０００円

１００ミリメートル以上 ３８，０００円

イ 分岐工事監督手数料 

配水管から分岐する給水装置工事を施行する場合に、工事監督手数料と

して工事申込者からいただいている。 

                           (税抜き) 

分 岐 口 径 金   額 

２５ミリメートル以下 ５，０００円

４０ミリメートルから５０ミリメートルまで ７，０００円

７５ミリメートル以上 １０，０００円

ウ その他手数料 

区    分 金   額 

指定給水装置工事事業者登録手数料 １０，０００円

各種証明手数料 ３００円
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４ 平成９年度以降の財政状況 

(1) 収益的収支 

水道水をつくって、お客様に使っていただき、料金をお支払いいただくと

いった営業活動の収支 

ア 事業収益 

平成１０年度をピークに減少傾向にある。 

平成９年度に料金改定を実施後、山陽町への分水の解消（平成１３年度）、

長引く景気の低迷、生活スタイルの変化などのため料金収入が減少したこ

とによるものである。そのため、平成１４年度と平成９年度を比較すると

８億２千６百万円減少している。 

イ 事業費用 

職員数の削減、給与のマイナス改定等による給与費の減、起債の借入額

の抑制や借入利率の低率化による支払利息の減、事務経費等も節減に努め

てきた。一方、減価償却費、修繕費、ＯＡ化の進展によるシステム開発費

やアウトソーシング等の委託料などは増加している。 

その結果、平成１４年度と平成９年度を比較すると５億６千６百万円の

増になっている。 

ウ 差引（純損益） 

料金改定の結果、平成９年度から黒字を確保してきたが、平成１４年度

は６年ぶりに赤字になっている。なお、平成１５年度については現在決算

の調整中であるが、わずかながら黒字の見込みである。 

(2) 資本的収支 

配水管や施設の建設改良に関する収支 

ア 資本的収入 

国等からの借入金である企業債や工事の際にいただく負担金が主なも

ので建設改良事業の財源になるもの。 

イ 資本的支出 

基幹施設整備事業（平成１３年度までは第７回拡張事業）、配水管整備

事業等の施設の建設改良費と企業債の元金償還金 

平成１２年度までは水質試験所の建設費、平成１３年度までは未普及地

域解消事業があったが、それ以降は事業の優先度の精査や事業の先送りに

より支出の抑制に努めている。 

ウ 差引 

資本的収支の不足額は減価償却費などの損益勘定留保資金や利益の処

分額などで補てんしている。 
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平成９年度以降の財政状況 （単位　百万円）

＜収益的収支＞ (税抜）

項目　　　　　　　　年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

1 事業収益 13,824 14,017 13,592 13,678 13,437 12,998

料金収入 12,641 12,884 12,687 12,642 12,429 12,056

その他収入 1,183 1,133 905 1,036 1,008 942

2 事業費用 12,570 12,871 12,640 13,101 13,363 13,136

給与費 3,445 3,307 3,068 3,148 3,191 3,013

支払利息 1,859 1,827 1,783 1,730 1,684 1,616

減価償却費 3,352 3,568 3,724 3,913 4,087 3,991

受水費 626 814 778 781 781 781

物件費・その他経費 3,288 3,355 3,287 3,529 3,620 3,735

3 差引（純損益） 1,254 1,146 952 577 74 △ 138

＜資本的収支＞ (税込）

4 資本的収入 6,212 5,448 4,842 5,655 3,293 3,529

企業債 2,360 1,894 1,867 3,139 1,305 1,510

負担金 3,457 3,294 2,551 2,220 1,818 1,920

その他収入 395 260 424 296 170 99

5 資本的支出 9,881 9,480 9,566 9,980 7,533 7,314

建設改良費 8,721 8,232 8,232 8,521 5,976 5,671

企業債償還金 1,160 1,248 1,334 1,459 1,557 1,643

6 差引（4－5）　 △ 3,669 △ 4,032 △ 4,724 △ 4,325 △ 4,240 △ 3,785

*不足額は、損益勘定留保資金等で補てんした。

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

15,000

9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

事業収益

事業費用

収益的収支（百万円）
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５ 岡山県広域水道企業団と受水 

(1) 岡山県広域水道企業団 

岡山県広域水道企業団（以下「企業団」という。）は､地方自治法に定める

一部事務組合で､各家庭に水を供給している市町村などの水道事業者に浄化

した水を送る水道用水供給事業を行っている（資料－４）｡ 

 

(2) 企業団の概要 

ア 設立の目的（企業団パンフレットから抜粋） 

 

イ 沿革 

年月日 事 項 

Ｓ５９.１１.１０ 自治大臣が企業団の設立を許可 

Ｓ６０. ３.１９ 厚生大臣が水道用水供給事業の経営を認可 

Ｓ６１. ３.２０ 「岡山県広域的水道整備計画」を策定 

Ｈ５. ７.２６ 水道用水の供給を開始 

Ｈ９. ６. ５ 岡山浄水場竣工 

 

 

 

 

 

 

地域社会の基礎資源である水に対する需要は一層高まると予測され

ており、これに対応するための水量・水質ともに安全で安定した水資源

の確保が望まれているところである。 

こうした観点から、吉井川及び高梁川においてそれぞれ治水・利水等

を目的とした「苫田ダム」・「三室川ダム」の建設が進められており、県

及び関係市町村等は、一体となってその推進に努めているところであ

る。 

この新規に開発される水資源や既に完成している八塔寺川ダム、吉井

川坂根堰、津川ダム及び高瀬川ダムの水源を有効利用し、施設整備にお

ける重複投資の回避、未普及地域の解消、将来にわたる水道用水の安定

供給、技術的・財政的基盤の強化を図るには、事業を広域化することが

最も有効な手段であることから、水源に逼迫した市町村等が連携して設

立したものである。 
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ウ 構成団体（県及び４市２２町１村３企業団） 

岡山県 

吉井川

水系 

岡山市、津山市、瀬戸町、山陽町、赤坂町、熊山町、吉井

町、佐伯町、和気町、長船町、鏡野町、勝央町、奈義町、

勝北町、中央町、久米南町、久米町、柵原町、邑久牛窓水

道企業団、東備水道企業団 

市町村・ 

企業団 

高梁川

水系 

総社市、高梁市、美星町、真備町、有漢町、北房町、賀陽

町、成羽町、山手村、吉備高原水道企業団 

 

エ 構成団体の計画最大供給水量 

各構成団体が企業団から受水しようとする計画最大供給水量 

〈吉井川水系〉          〈高梁川水系〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ 料金体系 

基本料金と使用料金の二部料金制 

①基本料金：基本水量に１立方メートルにつき１５円を乗じて得た額 

②使用料金：使用水量に１立方メートルにつき８８円を乗じて得た額 

（資料－５､６､７） 

計 画 最 大 供 給 水 量 計 画 最 大 供 給 水 量

(ｍ
3
/日 ) (ｍ

3
/日 )

岡 山 市 108 ,5 00 総 社 市 8,0 00

津 山 市 16, 00 0 高 梁 市 4,4 00

瀬 戸 町 750 山 手 村 2,0 00

山 陽 町 13, 75 0 美 星 町 2,2 00

赤 坂 町 4,0 00 真 備 町 6,6 00

熊 山 町 1,0 00 有 漢 町 1,0 00

吉 井 町 1,3 00 北 房 町 1,2 00

佐 伯 町 600 賀 陽 町 1,2 00

和 気 町 1,0 00 成 羽 町 2,0 00

長 船 町 1,2 00
吉 備 高 原
水 道 企 業 団

8,4 00

鏡 野 町 3,0 00 計 37, 00 0

勝 央 町 12, 00 0

奈 義 町 4,0 00

勝 北 町 1,5 00

中 央 町 2,0 00

久 米 南 町 2,0 00

久 米 町 2,5 00

柵 原 町 2,2 00

邑 久 牛 窓
水 道 企 業 団

4,0 00

計 181 ,3 00

構 成 団 体 構 成 団 体
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(3) 企業団と岡山市水道事業との関係 

ア 参画の経緯 

岡山県は苫田ダムの建設計画を受けて､昭和５８年８月２５日吉井川流

域の市町村に対して補助率の高い国庫補助金が導入できる「用水供給企業

団」の設立､参加を呼びかけた｡ 

昭和５９年５月３０日､企業団設立に向けて「岡山県吉井川広域水道企

業団設立準備会」の第１回総会が開かれ､本市も更なる今後の水需要の増

加分については企業団からの受水で対応する方針として､同年６月議会の

可決を経て正式に参画が決定した｡ 

 

イ 水利権の譲渡 

本市は急増する水需要に対応するために昭和４８年から平成元年にか

けて吉井川坂根堰と八塔寺川ダムの開発に参画し､水利権を確保していた。

そして､第６回拡張事業においてこの水を処理する浄水場を寺山地内に建

設する計画としていた｡ 

その後、企業団も同一場所に浄水場の建設を計画したため､同じ場所に

２つの浄水場を建設することは重複投資になるとの厚生省（現厚生労働

省）の指導があり､単独方式での建設､合併方式での建設を含め､比較検討

を行い、その結果、独自の浄水場建設計画を中止して､その水源を企業団

に譲渡し､企業団からの全量受水に切り替えることにした｡ 

したがって､譲渡した水利権から生み出される水量４４，０００ｍ３/日

については全量受水することになるが､現在のところ日量１６，２７５ｍ３

に留まっている｡ 

 

ウ 企業団からの受水 

(ア) 受水計画 

本市は企業団からの受水については､今後の水需要の増加等によって

必要となる水量を受水することとしているが､その最大値を１０８，５

００ｍ３/日としている((2)エ構成団体の計画最大供給水量を参照)。 

 

(イ) 受水量 

①現状 

平成９年７月から受水を開始し､現在、 

基本水量は３６，１６７ｍ３/日（計画最大供給水量の１/３） 

使用水量は１６，２７５ｍ３/日（計画最大供給水量の１５％）を受水し

ている｡ 
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基本水量 ＠15 円/ｍ３×36,167ｍ３×365 日=198,014,325 円 

使用水量 ＠88 円/ｍ３×16,275ｍ３×365 日=522,753,000 円 

合  計                                720,767,325 円 

 

②平成１７年度 

企業団水道用水供給条例により、平成１６年度に苫田ダムが完成する

ことによって､基本料金の対象となる基本水量が計画最大供給水量とな

る（資料－８）。また､受水(使用)しなくても徴収される使用水量の対象

となる水量は計画最大供給水量の３０％となる｡ 

基本水量 ＠15 円/ｍ３×108,500ｍ３×365 日=  594,037,500 円 

使用水量 ＠88 円/ｍ３× 32,550ｍ３×365 日= 1,045,506,000 円 

合  計                                  1,639,543,500 円

 

以上のことから、受水費の増額は約９億２千万円/年となる。 

 

(ウ) 受水の必要性 

実質的な供給能力は、施設の老朽化や水質基準の強化への対応等によ

りダウンしているため､夏場のピーク時には地下水井に過負荷をかけ配

水している。現行の受水量(１６,２７５ｍ３/日)でも稼働率が１００％

を超える状況（平成１４年度中核市最大稼働率平均８０％）であること

から、受水量の増量は必要であると考えている。 
なお、この機会に、水源が不安定で、施設が老朽化し、水質的にも不

安な長野浄水場及び施設の老朽化が著しく、水質的にも不安がある西祖

浄水場については、施設の更新に相当の投資が必要であることから、受

水量増との二重投資を避けるため、長野浄水場は平成１５年度で休止し、

西祖浄水場は平成１７年度中での休止を予定している。 
こうしたことから、地震等の災害や事故等への対応も考慮した場合、

安全性や安定性を高めるうえで、一定の受水は必要であると考えている。 
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資料－１ 

 
   『水道施設および主要配管図』（平成 15年 3月末現在） 
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資料－２ 

クリプトスポリジウムとは･･･ 

【概 要】 

クリプトスポリジウム（以下「ク

リプト」という。）は、脊椎動物の消

化管に寄生し増殖する原生動物（原

虫：単細胞）で、糞便を媒体として

感染する。 

動物体外では、直径５μm（１μm

は千分の１ｍｍ）の厚い殻を持つオ

ーシスト（接合体）として存在し、

これが塩素に強い耐久性を有してい

るため、通常の消毒では死滅させる

ことは困難である。 

感染した場合、約１週間の潜伏期間の後、腹痛を伴う激しい水様下痢、腹痛、

発熱などを引き起こす。健常者であれば１～２週間で免疫ができ自然に治癒する

が、免疫不全者の場合、重症化し長期化すると衰弱死することもあり、現時点で

は、有効な治療法は確立されていない。 

 

【被害状況】 

平成８年、埼玉県越生
お ご せ

町において住民の約７割に当たる８，８１２人が感染し

た事例があり、その際、患者の便、水道の原水及び給水栓水からクリプトが検出

された。 

以降、クリプト等（ジアルジア※を含む。）が検出され給水停止となった事例は

平成１５年１２月までに１６件あったが、いずれも感染者は発生していない。 

県内においても、平成９年哲多町の簡易水道において水源からクリプトが検出

されたため、給水停止した事例がある。 

※ジアルジア：クリプト同様、消化器官に寄生し、下痢症状を発症させる原生動物 

 

【対策】 

厚生労働省策定の「水道におけるクリプトスポリジウム暫定対策指針」におい

て、水道原水がクリプト等により汚染されるおそれのある場合には、クリプト等

除去することができるろ過施設により処理を行うとともに、ろ過池処理水濁度を

基準値の２．０度以下からさらに厳しく０．１度以下に維持するなど、濁度管理

を徹底するよう指示されている。 

本市においても、各浄水場の浄水能力を抑えて運転する等、濁度を０．１度以

下に保つよう運転管理を行ってるが、今後はろ過処理を含めた浄水処理施設及び

水質監視体制を整備してクリプト対策を実施する計画である。 
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資料－３

←第７回拡張事業 （単位：百万円）

昭和63年度 平成元年度 平成2年度 平成3年度 平成4年度 平成5年度 平成6年度 平成7年度 平成8年度

事業費 1,993 2,193 2,696 2,344 3,022 3,143 2,759 2,198 2,356

貯水ダム（八塔寺）負担金
貯水施設

牟佐取水井保護
牟佐取水
ポンプ

旭東取水
ポンプ

取水施設

主 旭東導水管布設
導水施設

な 旭東浄水池
旭東構内
整備

三野遠方
監視制御

浄水施設
旭東浄水場表流水処理施設 旭東中央管理棟増築

事 旭東送水ポンプ棟
送水施設

旭東送水ポンプ設備

業 西大寺配水場造成 富吉配水池
配水池

山南加圧ポンプ場築造
加圧ポンプ場

松崎加圧ポンプ場築造

φ1000～φ200mm φ1000～φ200mm φ1000～φ300mm φ1000～φ200mm φ1000～φ200mm φ1000～φ300mm φ1000～φ300mm φ1000～φ300mm φ1000～φ300mm

配 水 管 L＝5,704m L＝6,042m L＝5,136m L＝4,225m L＝4,374m L＝5,175m L＝3,554m L＝5,658m L＝6,109m

(共同溝L=1,253m) (共同溝L=416m) (共同溝L=334m)

用      地 西大寺配水場 平井加圧ポンプ場

第７回拡張事業← →基幹施設整備事業 （単位：百万円）

平成9年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度
昭和63年度～平成13
年度までの累計 平成14年度 平成15年度

平成14年度～平成15
年度までの累計

事業費 2,384 2,402 2,282 2,332 1,442 33,546 1,907 1,972 3,879

貯水施設

取水施設

主
導水施設

な
浄水施設

旭東中央管理棟増築

事
送水施設

業
配水池

西辛川加圧ポンプ場築造
吉備津加圧
ポンプ場築造

加圧ポンプ場
妹尾崎調整池築造

φ1000～φ300mm φ800～φ300mm φ1000～φ300mm φ1000～φ100mm φ1000～φ100mm φ1200～φ150mm φ1000～φ75mm

配 水 管 L＝5,236m L＝5,960m L＝8,510m L＝3,611m L＝4,866m L＝4,790m L＝4,071m

(共同溝L=309m) (共同溝L=1,013m) (共同溝L=1,846m) (共同溝L=4,362m) (共同溝L=3,401m)

用      地 山南配水場 山南配水場 吉備津配水場 妹尾崎調整池

第７回拡張事業（昭和63年度～平成13年度）、基幹施設整備事業（平成14、15年度）

西辛川配水池 山南配水池 吉備津配水池

西大寺配水池

半田山配水池
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資料－４ 

用水供給事業とは 

 

水道用水供給事業：水道事業が一般の需要者に水を供給する事業であるのに

対して､水道により､水道事業者にその用水を供給する事

業をいう｡すなわち､用水供給事業は水道水の卸売業であ

る｡ 

水道用水供給事業者：水道用水供給事業を経営する者をいう｡水道事業経営の主

体は､市町村が原則であるのに対し､水道用水供給事業

の場合には府県と企業団である｡ 

一 部 事 務 組 合：普通地方公共団体及び特別区が､団体の事務又は機関委任

事務の一部を共同処理するために設ける地方公共団体の

組合｡一部事務組合の設立に伴い､当該組合が処理する事

務は構成団体の権能から除外されるが､同組合の議会が

行う重要な議決事件については､あらかじめ各構成団体

の町へ通知することが必要あり､その結果についても同

様である｡なお､地方公営企業の経営に関する事務を共同

処理する一部事務組合を企業団という｡ 

 

○ 岡山県内の他の水道用水供給事業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

玉 野 市

岡 山 県
南 部 水 道 企 業 団

灘 崎 町

倉 敷 市

備 南 水 道 企 業 団

早 島 町

笠 岡 市

鴨 方 町

岡 山 県
西 南 水 道 企 業 団

里 庄 町

寄 島 町

計 画 最 大 供 給 水 量

1 6 6 , 0 0 0 m 3 / 日

計 画 最 大 供 給 水 量

1 1 2 , 2 5 0 m 3 / 日

計 画 最 大 供 給 水 量

6 0 , 0 0 0 m 3 / 日
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資料－５ 

○ 企業団における水源の手当状況 

〈吉井川水系〉 

 

 

 

 

 

 

〈高梁川水系〉 

  

 

 

 

 

 

○ 企業団の水道施設の整備状況 

〈吉井川水系〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

〈高梁川水系〉 

   

 

 

 

 

 

名　　称 苫田ダム 津川ダム 八塔寺川ダム 坂根堰

開発水量 400,000m3/日 10,000 m3/日 3,000 m3/日 42,000 m3/日
建設主体 国土交通省 岡山県 岡山県 農林水産省

昭和47年度 昭和57年度 昭和54年度 昭和49年度
～平成16年度 ～平成７年度 ～平成元年度 ～昭和58年度

工　　期

名　　称 三室川ダム 高瀬川ダム

開発水量 37,900m3/日 1,000m3/日
建設主体 岡山県 岡山県

昭和51年度 昭和49年度
～平成17年度 ～昭和56年度

工　　期

区 分 計 画 整 備 状 況 受 水 団 体

施設能力：136,100 m3/日 1/3系列整備済
中継ポンプ場：7箇所 整備済

調整池：9箇所 整備済

送水管路：108ｋｍ 75ｋｍ整備済
施設能力：35,700 m3/日 1/2系列整備済
中継ポンプ場：6箇所 4箇所整備済
調整池：9箇所 6箇所整備済
送水管路：110ｋｍ 52ｋｍ整備済
施設能力：9,500 m3/日 整備済

調整池：1箇所 整備済

送水管路：2ｋｍ 整備済

岡山市、瀬戸町、山陽町、
赤坂町、熊山町、吉井町、
佐伯町、和気町、長船町、
邑久牛窓水道企業団

津山市、鏡野町、勝央町、
奈義町、勝北町、中央町、
久米南町、久米町、柵原町

津山市

岡山
浄水場系

津山第1
浄水場系

津山第2
浄水場系

区 分 計 画 整 備 状 況 受 水 団 体

施設能力：37,000 m3/日 3/11池整備済
中継ポンプ場：8箇所 建設中

調整池：7箇所 建設中

送水管路：125ｋｍ 58ｋｍ整備済

総社市、高梁市、山手村、
美星町、真備町、有漢町、
北房町、賀陽町、成羽町、
吉備高原水道企業団

総社
浄水場系
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資料－６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岡山県広域水道企業団
構成団体と事業計画平面図

　（平成15年度末）

凡　　　例

吉井川系
構成団体

高梁川系
構成団体

取　　水　　場

浄　　水　　場

中 継 ポ ン プ

調　　整　　池

給  水  地  点

計画給水地点

岡山市

山手村

真備町

総社市

美星町

高梁市

成羽町

賀陽町

有漢町

北房町

吉備高原水道企業団

山陽町

赤坂町

熊山町 和気町

東備水道企業団

邑久牛窓
水道企業団

瀬戸町

長船町

佐伯町

吉井町
久米南町

中央町

柵原町

津山市

久米町

鏡野町

勝央町

奈義町

勝北町

八塔寺川ダム

三室川ダム

高瀬川ダム

苫田ダム

坂根堰

津川ダム
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資料－７ 

苫田ダムの概要 

(1) 経緯 

昭和５６年１２月２５日建設省(現国土交通省)は吉井川上流に多目的ダ

ム(苫田ダム)を直轄事業として建設する旨の告示を行った｡この苫田ダムは､

吉井川水系吉井川上流の苫田郡奥津町久田下原地先に､吉井川総合開発事業

の一環として建設されるもので､総貯水量８，４１０万ｍ３の重力式コンクリ

ートダムで､洪水調整を行い下流域の氾濫を防止するほか流水の正常な機能

の維持及び都市用水の供給を目的とする多目的ダムである｡ 

 

(2) ダムの概要 

事業主体 国土交通省の直轄事業 

位置 岡山県苫田郡奥津町久田下原 

事業費 約２，０４０億円 

完成予定 平成１６年度末 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) ダムの目的 

洪水調節 

ダム地点の計画高水流量２，７００ｍ３/秒のうち、２，１５０

ｍ３/秒の洪水調節を行い、下流への放流量を５５０ｍ３/秒以下

におさえ、ダム下流の洪水被害の軽減を図る。 

流水の正常な機

能の維持 

川の水を美しく保ったり、生き物を絶やさないために必要な流

量や下流の既得用水の補給に必要な流量を確保する。 

都市用水の開発 

新たに４０８，５００ｍ３/日の都市用水（上水道用水[岡山県

広域水道企業団]４００，０００ｍ３/日と工業用水８，５００

ｍ３/日）を開発する。 

かんがい用水 吉井川沿川の農地に対するかんがい用水の補給を行う。 

発電 
新たに建設される発電所において、ダムの放流水の落差を利用

して、最大４，６００ｋｗの発電を行う。 

配水池容量配分図
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資料-８
企業団供給条例における水量の説明と図解

水 量 用 語 説 明

計画最大供給水量 　広域化施設整備事業（浄水場､送水管等建設）の基になっている水
量｡構成団体の負担率を決める水量でもある｡
　事業完了後供給できる最大水量｡

申込水量 　構成団体が当面要求する水量で､構成団体から企業団に対して､一部
供給中に申し込みがされる｡

基本水量 　企業団から現時点で供給できる最大水量｡構成団体が申し込み後､施
設整備を行い決定される水量｡
　事業完了後は､計画最大供給水量が基本水量となる｡

使用水量 　構成団体が実際に使用した水量｡

下限供給水量 　最低限使用する水量のことで､計画最大供給水量の１５％に相当す
る｡
　実際の使用水量が下限供給水量を下回った場合は､下限供給水量を
使用したとみなし､料金を徴収する｡

（簡易図）
（一部供給時） 　　　　　　　　　　　　　　　（全部供給時）

申
込
水
量
の
範
囲

基
本
水
量

申込水量

（仮定）

（計画最大供給水量の1/3）

下限供給水量
（計画最大供給水量の15％）

計画最大供給水量　　100％

下限供給水量
（計画最大供給水量の30％）

基
本
水
量
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水道用語の解説 
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ア行 

１ 一日最大配水量 年間の一日当たり配水量のうち最大のもの 

２ 一日平均配水量 年間の総配水量を一日当たりに換算したもの 

３ インセンティブ規

制 

公益事業に対する料金規制方法の一つで、被規制企

業にある目標（経営効率）に向かって誘導するための

刺激、誘因を与え、経営効率化努力を促す方式 

カ行 

４ 拡張事業 水需要の増大等に伴い、水源や施設を整備・拡張し、

給水能力を高めるための事業 

５ 管理者 地方公営企業を経営する地方公共団体に、地方公営

企業の業務を執行させるため置かれ、その業務の執行

に関し、その地方公共団体を代表する者をいい、地方

公務員法第３条第３項第１号の３に規定される特別

職の公務員である。管理者は、職員の任免、分課等企

業経営についての広範な権限を有する。 

６ 企業債 地方公営企業が建設改良事業等に要する資金に充

てるために起こす地方債 

７ 企業団 地方公営企業の経営に関する事務を共同処理する

一部事務組合（普通地方公共団体が、団体の事務の一

部を共同処理するために設ける地方公共団体の組合） 

８ 基本水量制 一定の使用水量までは料金を同額にする制度。公衆

衛生上の観点及びその部分の料金の低廉化を図るた

め設けられたもの 

９ 基本料金 使用した水量にかかわりなく定額でいただく料金。

水道メーターの設置、検針や料金の請求にかかる経費

をまかなうためのもの 

10 給水管 水道事業者の配水管から個別の需要者に水を供給

するために分岐して設けられた管 

11 給水区域 水道事業者が策定した事業計画の目標年次までに

一般の需要に応じて給水を行うこととした区域 

12 給水区域内人口 給水区域内の居住人口 
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13 給水原価 有収水量１ｍ３当たり、どれだけの費用がかかって

いるかを表すもので、職員給与費、支払利息、減価償

却費、動力費、物件費（動力費を除く）、受水費、委

託料及びその他経費で構成される。 

14 給水人口 給水区域内に居住し、水道により給水を受けている

人口 

15 給水装置 需要者に水を供給するために水道事業者の施設し

た配水管から分岐して設けた給水管及びこれに直結

する給水用具 

16 給水普及率 給水人口と給水区域内人口との割合 

（給水人口÷給水区域内人口×１００）％ 

17 供給単価 有収水量 1ｍ３当たり、どれだけの収益を得ているか

を表すもの 

18 経常費用 一事業年度に属する営業費用（主たる事業活動のた

めに生ずる費用）に営業外費用（主として金融財務活

動に要する費用及び事業の経常的活動以外の活動に

よって生じる費用、支払利息等）を加えたもの 

19 クリプトスポリジ

ウム 

人などの消化管に寄生する原生動物（原虫）であり、

感染した場合、腹痛を伴う激しい下痢、腹痛、発熱な

どを引き起こす。塩素に強い耐久性を有しているた

め、通常の消毒では死滅させることは困難 

20 減価償却 固定資産は、その使用によって経済的価値を減少し

ていくが、その減価を費用として、各利用年度に合理

的かつ計画的に負担させる会計上の処理又は手続 

21 建設改良費 経営規模の拡充を図るために要する諸施設の建設

整備等にかかる費用。資本的支出の一部 

22 口径別料金体系 水道メーターの口径により基本料金などを区分する

料金体系 
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23 高度浄水処理 通常の浄水処理（飲料水としての水質を得るために

水を浄化すること）では十分に対応できない臭気物質

などの処理を目的として通常の浄水処理に追加して

導入する処理 

24 国庫補助 国がその施策を行うに当たり特別の必要があると

認めるとき、又は地方公共団体の財政上特別の必要が

あると認めるときに限り、その地方公共団体に補助金

を交付することができ、これを国庫補助金という。 

サ行 

25 最大稼働率 一日最大配水量の一日配水能力に対する割合をあ

らわすもの。 

（一日最大配水量÷一日配水能力×１００）％ 

26 残留塩素 塩素の強い殺菌作用によって飲料水中の病原菌な

どを殺し、飲料水としての安全性を確保するために塩

素を注入しているが、水中に塩素を注入することによ

って水中に残留した有効塩素 

27 施設能力 浄水施設から水を供給しうる能力。通常、一日にど

れだけの水量を供給できるかで示される。 

28 施設利用率 一日配水能力に対する一日平均配水量の割合をあ

らわすもの 

（一日平均配水量÷一日配水能力×１００）％ 

 施設利用率＝最大稼働率×負荷率 

29 資本的収入及び支

出 

住民に対するサービスの提供を維持するとともに

将来の需要増に対して経営規模の拡充を図るために

要する諸施設の建設整備に要する費用及びこれらに

要する資金（企業債、国庫補助金等）を計上する。 

30 収益的収入及び支

出 

企業の経常的経営活動に伴って発生する収入とこ

れに対応する支出をいう。収入には給水サービスの提

供の対価である料金などの給水収益等を計上し、支出

には給水サービス提供に関し必要な人件費、物件費、

動力費等を計上する。 
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31 受水 原水の不足などのために、水道用水供給事業から浄

水を受けること。 

32 水源かん養林 森林は降雨を貯留する天然の水源としての機能を

持ち、森林の土壌がこの機能を有しており、樹木は落

ち葉などによって土壌を形成し、また、根が降雨によ

る土壌の流失を防止する役割を果たしている。針葉樹

より広葉樹のほうがこの機能が高い。 

33 水質基準 水道によって供給される水が備えなければならな

い水質上の基準。水道法及び水質基準に関する省令に

よって定められている。 

34 水道 導管及びその他の工作物（取水、貯水、導水、浄水、

送水及び配水施設）により、水を人の飲用に適する水

として供給する施設 

35 水道事業 一般の需要に応じて、水道により水を供給する事業 

36 水道事業者 厚生労働大臣の認可を受けて水道事業を経営する

者 

37 水道施設 水道のための取水施設、貯水施設、導水施設、浄水

施設、送水施設及び配水施設であって、水道事業者の

管理に属するもの 

38 水道用水供給事業 水道事業者に水道水を供給する事業（水道水の卸売

事業） 

39 水利権 河川の流水を一定の目的のために継続的、排他的に

使用する権利で、その目的には、かんがい、発電、水

道等がある。 

40 生物処理 生物、主に微生物の作用によって水中に含まれる各

種物質を除去する方法 

タ行 

41 地方公営企業 

 

 

地方公共団体が、住民の福祉を増進するために経営

する企業。住民の福祉の増進（公共性）と独立採算制

の原則のもと経済性の発揮（経済性）を経営の基本原

則としている。 
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42 逓増料金制 水を多く使用すればするほど料金単価が高くなる

料金制度。需要の抑制を図るとともに水源開発経費の

一部を大口需要者に負担させようとする制度 

ハ行 

43 配水管 浄水場において製造された浄水を水圧、水量、水質

を安全かつ円滑に需要者に輸送する管で、浄水を配水

支管へ輸送する配水本管、配水本管から浄水を分配

し、給水管に分岐する配水支管とに分類される。 

44 配水量 配水施設を通じて供給される水の総量 

45 一人一日最大配水

量 

一日最大配水量を給水人口一人当たりに換算した

もの 

46 一人一日平均配水

量 

一日平均配水量を給水人口一人当たりに換算した

もの 

47 負荷率 一日最大配水量に対する一日平均配水量の割合を

あらわすもの 

（一日平均配水量÷一日最大配水量×１００）％ 

48 伏流水 河床や旧河道などに形成された砂利層を潜流とな

って流れる水。これに対し、河道にそって流れる水を

表流水という。 

49 負担金 特定の公益事業に特例の利害関係をもつ者に対し、

受益の程度又はその事業を施工する原因をもたらす

程度に応じて、国、地方公共団体等が事業費の全部又

は一部を強制的に課する負担 

50 不良債務 資金的にみて当面の支払能力を超える債務の額（流

動負債が流動資産を上回る額） 

51 分水 水道事業者が設定している給水区域外の地域、例え

ば隣接する市町村に対し給水を行うことをいい、現在

岡山市では、御津町に行っている。 

52 補てん財源 資本的収入が資本的支出に不足する場合に、その不

足額を補てんする企業内部に留保された資金などの

財源で、減価償却費、繰越工事資金等をいう。 
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マ行 

53 無効水量 使用上無効と見られる水量で、配水本支管、メータ

より上流部での給水管からの漏水量、他に起因する水

道施設の損傷などにより無効となった水量及び不明

水量 

54 無収水量 料金徴収の対象とならなかった水量。メーター不感

水量や事業用水量（水道事業運営のため水道事業者自

らが使用する水量）などからなる。 

ヤ行 

55 有効水量 使用上有効と見られる水量で、メーターで計量され

た水量、もしくは需要者に到達したものと認められる

水量並びに事業用水量などをいう。 

56 有効率 水道施設及び給水装置を通して給水される水量が

有効に使用されているかどうかを示す指標で、有効水

量を配水量で除したもの 

57 有収水量 料金徴収の対象となった水量 

58 有収率 有収水量を配水量で除したもの 

（有収水量÷配水量×１００）％ 

 




